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Ⅴ まとめ 
 

平成１５年度末時点での日高市バランスシート・行政コスト計算書を作成した

結果、前年度との比較においてバランスシートは、資産及び正味資産については

増加となり、負債については減少となりました。この結果からすれば、資産の形

成が順調に行われているとともに、将来負担となる負債についても順調に減少し

ていることが伺えます。 
しかし、今後の厳しい財政事情により、資産については、新たな有形固定資産

の整備は年々減少することが予測されるとともに、有形固定資産の整備に充てる

ため特定目的基金の残高が減少していくことや、流動資産の財政調整基金につい

ても単年度収支の不足による取り崩しなどにより残高が減少していくものと考え

られ、今後の基金残高には注視が必要であると考えます。 
一方、負債のうち地方債については、財政の硬直化を防ぐためその増加を抑え

ることが必要となりますが、これまでの単年度における地方債元金償還額と地方

債借入額との均衡を考慮した財政運営や高利率で借り入れた市債の繰上償還に努

めてきた効果がバランスシート、行政コスト計算書ともに現れてきていると考え

られます。その効果が数字として現れてきているだけに、今後も地方債償還額と

借入額の均衡並びに繰上償還に努めて行かなければならないと考えます。 
正味資産については、三位一体の改革により国庫補助負担金の一般財源化や制

度改正などにより、国庫・県支出金は実質上減少していくことが予測されますが、

有形固定資産の整備にあたっては、対象となる施設について調査を徹底し将来の

負担とならない国庫・県支出金を有効活用していくとともに、日高市の負担額が

最も少なくなる手法を検討して事業を行っていく必要があると考えます。 
次に行政コスト計算書については、行政コストが前年度より約６億円、増加率

にして約５%増加した結果となりました。増加の主な要因については、物にかか
るコストと移転支出的なコストの増額によるもので、中でも現実に現金支出を伴

うコストである物件費、扶助費、繰出金の増額が顕著なものとなっています。そ

れぞれのコストの主な増額要因については、物件費がごみ処理量の増加に伴う資

源化ごみ処理委託料の増、扶助費は、児童扶養手当の支給事務について平成１４

年８月に県からの事務委譲を受けたため、平成１４年度は年３回の支給のうち１

２月期支払分のみでしたが、平成１５年度より年３回全ての支給を行っているこ

とによる児童扶養手当の増、繰出金は国民健康保険、老人保健、介護保険、農業

集落排水事業の各特別会計に対する繰出金の増によるものです。扶助費の増につ

いては、ある程度は歳出事業費の増に伴って国庫支出金の歳入が増となるため、

歳出経費の増加が一般財源の増加に直結することはあまりありません。しかし今

後は三位一体の改革における国庫補助負担金の廃止、削減、一般財源化により、

扶助費といえども国や県からの財源が収入されるとは限らない時代になります。

法制度自体の改正により各自治体でその行政サービスに差を設けることが可能と

なればその伸びを抑えることも可能だと考えますが、今後検討すべきは歳出経費

の伸びに伴って、当該歳出に充つべき歳入を伸ばす努力、つまり自己負担分の徴
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収率の向上や料金改定による増額ではないかと考えます。 
一方、物件費や繰出金はそのほとんどが一般財源で賄われています。これらの

経費を抑えていくことが日高市の今後の大きな課題であると考えます。特に主な

増額理由のなかにもありました、資源化ごみ処理委託、特別会計への繰出金につ

いて歳出経費の抑制が必要であると考えます。資源化ごみ処理委託料については、

今後処理料金を見直すと同時に、一般廃棄物処理手数料の改定やごみ減量化に繋

がる施策の推進などが必要ではないかと考えます。また、各特別会計への繰出金

については、一般会計が法定負担しなければならない経費以外の繰出金を減少さ

せる必要があります。そもそも法律により特別会計を設けて経理しなければなら

ないと規定されている特別会計については、その趣旨からまさに特定の歳入をも

って特定の歳出に充てるべきであり、独立採算的なものでなくてはなりません。

今後とも各特別会計において、国の制度改正を注視しつつ早期に実現すべき課題

です。 
この様な状況とは逆にこれまでの行政改革や財政運営により、その節減効果が

現れているものもあります。人件費では、議員定数の減や新規採用職員の抑制、

職員手当の削減による減少がみられるとともに、公債費の利子については繰上償

還を要因とする利子節約効果による減少が見受けられます。これらの経費は支出

の削減が難しい義務的経費ですが、その節減の手法を検討しながら行ってきた効

果であり、財政運営の硬直化を招かぬよう今後もその手法を検討しつつ、更なる

効果を生み出すよう努めていかなければなりません。 
行政サービスの質を向上させつつ、以上のような課題を克服していくためには、

これまで以上に行政の効率化を図る必要があります。具体的にどのような効率化

を図り、それによってどのような効果を得たいのかという明確なビジョンをもっ

た行財政運営を進めていくこととともに、そもそも現在の行政サービスが充分な

成果を得られているものなのか、市民の満足度はどうなのかという具体的な指標、

つまり行政評価を示したうえで更なる事務事業の取捨選択をしていく必要がある

と考えます。 
今回作成しましたバランスシート及び行政コスト計算書は、前回と同様に、総

務省より示された作成要領に準拠して作成したもので、正規の企業会計原則に基

づいて作成したものではありませんが、今後の適正な行財政運営とその透明性を

確保するための一つの手法として更なる活用方法を検討していくとともに、決算

統計による数値を基礎データとしているため、その正確性の限界などの問題点に

ついて研究を進め、さらに有効に機能するものとしていきたいと考えております。 
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Ⅵ 附属書類等 

資料 １ 
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資料 ２ 
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資料 ３ 
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資料 ４ 

  



 

 37 

資料 ５ 


